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様式１ 

指 定 管 理 者 指 定 申 請 書                    

 

                              令和  年  月  日 

 

 北 海 道 知 事  様 

 

主たる事務所の所在地 

            申請者  団 体 の 名 称 

代 表 者 の 職 ・ 氏 名                

電 話 番 号 

 

 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、次のとおり 

指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

 １ 公の施設の名称 

    北海道立道民活動センター 

 ２ 公の施設の所在地 

札幌市中央区北２条西７丁目１  

 

 

添付書類（該当する添付書類の名称にレ印を記入し、及び部数を記載してください。） 

１ 申請資格を有していることを証する書類 各  部 

□団体概要書  □コンソーシアム構成表  □委任状  □定款・寄附行為  

□コンソーシアム協定書  □規約その他団体の目的、組織及び運営の方法を明らかにする書類 

□代表者の身分証明書及び住民票の写し  □法人の登記事項証明書 

□団体の名称及び道内の事務所又は事業所の所在地を証明する書類 

□役員名簿  □印鑑証明  

□施設の管理運営を行う上で必要な資格への対応を記載した書面 

２ 業務計画書   部 

３ 収支計画書   部 

４ 団体の財務の状況等に関する書類 各  部 

  （申請日の属する事業年度の前事業年度分） 

□事業報告書 □収支計算書 □貸借対照表 □財産目録 □その他（          ） 

□都道府県税に滞納がないことの証明書 □消費税及び地方消費税に未納がないことの証明書 

□健康保険・厚生年金保険の届出義務を履行している事実を証する書類 

□雇用保険の届出義務を履行している事実を証する書類 

□社会保険適用除外申出書 

５ 誓約書   部 

□誓約書 

６ その他 各  部 

□その他（                                     ） 

 



様式２ 

団 体 概 要 書 

                                                   施設の名称  北海道立道民活動センター 

項    目 内         容 

団 体 の 名 称  

代 表 者 の 職 ・ 氏 名  

団 体 の 所 在 地  

 道内の事務所・事業所  

設 立 年 月 日  

資 本 金 令和  年  月  日現在            千円 

従 業 者 数 令和  年  月  日現在               人 

沿 革 

 

 

 

 

 

 

 

業 務 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

主 な 実 績             

 

 

 

 

 

 

 

類似施設の管理等に関す

る過去の業務実績 

 

 

 

 

 

 

特 記 事 項 

 

 

 

＊協力企業等がある場合は、その名称・団体の概要及び役割等について記載して  

ください。 

＊コンソーシアムの構成団体にあっては、その役割等について記載してください。 

 

財 務 状 況            

（過去３年間について記

載してください） 

 

 

 

 

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総収入    

総支出    

当期損益    

累積損益    

長期借入金    

短期借入金    

連 絡 先 等 

 

 

 

連絡責任者 職・氏名 

住  所 

電  話 ＦＡＸ 

e-mail 

注１ 記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 

注２ 設立趣旨、事業内容のパンフレット等団体の概要がわかる資料があれば添付すること。 

注３  コンソーシアムの場合は、構成員ごとに作成し、コンソーシアム構成表に添付すること。 

注４  協力企業等とは、指定管理業務の一部について委託し、又は提携する等の協力関係にある特定の団体又は個      

人をいう。 



様式３ 

コ ン ソ ー シ ア ム 構 成 表                  

                                                  施設の名称  北海道立道民活動センター 

項    目 内         容 

コ ン ソ ー シ ア ム の 名 称  

代 表 団 体 の 名 称  

代 表 者 の 職 ・ 氏 名  

事 務 所 の 所 在 地 

      電 話 番 号 

 

 

コンソーシアム設立年月日  

構成員の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№
 

 

団体名 

代表者職・氏名 

  事務所の所在地 

          電話番号 

 資本金等 

    (千円) 

従業員数 

   (人) 

業 種 ・ 

営業種目 

１
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業スキーム】 

  ※本センターの管理を行うに当たっての構成員間の役割分担及び協力企業等との関係等につい 

て図示してください。なお、協力企業等とは、指定管理業務の一部について委託し、又は提 

携する等の協力関係にある特定の団体又は個人をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連 絡 先 等 

 

 

 

連絡責任者 職・氏名 

住  所 

電  話 ＦＡＸ 

e-mail 

注１ 記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 



様式４ 

 

令和  年  月  日  

委   任   状 

 

コンソーシアムの名称   

公 の 施 設 の 名 称              北海道立道民活動センター 

 

構成員 

主たる事務所の所在地 

団 体 の 名 称 

代 表 者 職 ・ 氏 名                     印 

 

構成員 

主たる事務所の所在地 

団 体 の 名 称 

代 表 者 職 ・ 氏 名                     印 

 

構成員 

主たる事務所の所在地 

団 体 の 名 称 

代 表 者 職 ・ 氏 名                     印 

 

構成員 

主たる事務所の所在地 

団 体 の 名 称 

代 表 者 職 ・ 氏 名                     印 

 

構成員 

主たる事務所の所在地 

団 体 の 名 称 

代 表 者 職 ・ 氏 名                     印 

※ 構成員の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 

 

 私達は、下記の団体をコンソーシアムの代表団体とし、北海道立道民活動センターに係る指定管理

者の指定の申請に関する一切の権限を委任します。 

受任者 所 在 地 

団 体 の 名 称 

代 表 者 職 ・ 氏 名                       印 

 注１ この委任状は、コンソーシアムの各構成員の代表者から代表団体の代表者への委任状です。 



 

様式５ 

 

                                                                  令和  年  月  日 

 

 

誓   約   書 

 

 

 北 海 道 知 事  様 

 

                     主たる事務所の所在地 

                            申 請 者  団 体 の 名 称 

                                    代表者の職・氏名                         

                                          電 話 番 号 

 

                     主たる事務所の所在地 

                               構 成 員  団 体 の 名 称 

                                    代表者の職・氏名                         

                                          電 話 番 号 

 

                     主たる事務所の所在地 

                               構 成 員  団 体 の 名 称 

                                    代表者の職・氏名                         

                                          電 話 番 号 

 

                     主たる事務所の所在地 

                               構 成 員  団 体 の 名 称 

                                    代表者の職・氏名                         

                                          電 話 番 号 

 

 

 北海道立道民活動センターに係る指定管理者の指定の申請を行うに当たり、次の事項については真

実に相違ありません。 

                       記 

１ 申請者（コンソーシアムの場合は「申請者及び構成員のいずれも」）は、北海道立道民活動セ

ンター指定管理者公募要項第２に定める申請資格を有しています。 

２ 申請者（コンソーシアムの場合は「申請者及び構成員のいずれも」）は、欠格事項に該当しま

せん。 

３ 北海道立道民活動センターに係る指定管理者の指定申請書及び添付書類の記載事項は、すべて

事実に相違ありません。 

４ 申請者（コンソーシアムの場合は「申請者及び構成員のいずれも」）は、暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団又はその利

益となる活動を行うものではありません。 

５ 申請者（コンソーシアムの場合は「申請者及び構成員のいずれも」）は、道税に係る滞納並び

に消費税及び地方消費税に係る未納がありません。 

  ６ 申請者（コンソーシアムの場合は「申請者及び構成員のいずれも」）は、役員（法人でない団

体にあっては、当該団体の代表者）には、禁固以上の刑に処せられ、その執行を終えていない者

はおりません。 

注１ 誓約書の記載事項に、誓約事項を追加する事項があれば、追加事項を記載して提出して下さい。 



様式６－１ 

 

 

 

 

 

 

業 務 計 画 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道立道民活動センター 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団体名  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式６－１ 

 

団体名  

 

選定基準１［指定手続条例第４条第１号］ 

正当な理由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び 

住民が施設を利用することについて不当な差別的取扱いをしないものであること 

 

※ 次に掲げる必須項目に留意すること 

○ 利用の承認及び利用料金の額その他の利用条件が、住民の利用を不当に拒否し、 

  又は制限するものではないこと 

 (1) 施設の平等利用に関する運営の方針、障がい者、高齢者等が平等に利用できる 

環境の整備に関する具体的な方法等について 

 

 

 

 

 (2) 設置目的に沿った優先取扱いについて 

 

 

 

 

 (3) 優先取扱いを行う範囲について 

 

 

 

 

 (4) 利用承認や利用料金の設定について 

     ア 利用承認について 

 

 

 

 

     イ 利用料金の設定について 

 

 

 

 

 (5) 優先取扱いに当たって、他の一般利用者に対する配慮について 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 



様式６－１ 

 

団体名  

 

選定基準２［指定手続条例第４条第２号］ 

業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること 

 

※ 次に掲げる必須項目に留意すること 

○ 関係法令、設置条例等の趣旨及び規定に違反していないこと  

○ 要求水準を満たしていること 

○ 利用者数等の見込みが、管理の目標に定める水準を満たしていること 

○ 駐車場を含む施設全体に関する事故防止策を定めていること 

○ 道の事務・事業に関する実行計画に掲げる「目標達成に向けた具体的な取組」の１～５及び 

  ７～９に示されている温室効果ガスの排出抑制に向けた取組が確認できること 

○ ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した利用者の利便性向上のための取組が確認できること 

◆ 管理の目標指標値 

 

 

 

 

指      標 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度  

 

 

 

 施設利用者数 373千人 430千人 430千人 430千人 430千人 

 貸出施設の年間平均稼働率 57.00％ 57.00％ 57.00％ 57.00％ 57.00％ 

 社会福祉活動等活動団体の利用件数 1,300件 1,300件 1,300件 1,300件 1,300件 

 

 (1) 公募要項に記載する各種業務を実施するに当たっての総合的な考え方について 

 

 

 

 (2) 業務計画について 

（業務計画の概要、方針、特徴等について記載すること） 

     ア 業務の遂行に当たっての考え方について 

 

 

 

     イ 施設及び設備の保守点検、警備、受付（案内）、清掃、舞台運営等の業務 

     の遂行について 

 

 

 

     ウ  維持管理業務に係る仕様、経費の積算等について 

（保守点検、警備、案内、清掃、舞台運営等の業務ごとに記載すること）  

 

 

 

     エ  管理の目標に定める水準を達成するための利用者数等の見込みについて 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 



様式６－１ 

 

団体名  

 

 (3) 管理運営の基本方針を踏まえた運営方策と公の施設の目的や関係法令との整合 

性について 

     ア 関係法令等の遵守体制の構築に向けた考え方と取組について 

 

 

 

 

     イ 個人情報の保護に関する考え方と取組について 

 

 

 

 

     ウ  環境配慮に関する考え方と取組について 

       （温室効果ガスの排出抑制に向けた具体的な取組を記載すること） 

 

 

 

     エ  安全性の向上や事故防止に対する考え方と取組について    

 

 

 

 

 (4) 利用者の利便性向上のための取組みについて 

   （フリースペースの有効活用とＩＣＴの活用に係る具体的な取組を記載すること） 

 

 

 

 

 (5) 質の高いサービスの提供について 

 

 

 

 

 (6) 利用者ニーズの把握と対応について 

 

 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 

 

 

 

 



様式６－１ 

 

団体名  

 

 (7) 利用促進を図るための利用料金の柔軟な設定について                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (8) 利用促進業務の内容について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 



様式６－１ 

 

団体名  

 

選定基準３［指定手続条例第４条第３号］ 

業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有している 

こと 

 

※ 次に掲げる必須項目に留意すること 

○ 責任と役割の分担、消防、警察、病院など関係機関との緊急時の連絡体制を整備している 

 こと 

○ 要求水準に定める管理に必要な人員数を満たしていること 

 (1) 業務処理を安定して行うための能力について 

     ア 管理監督体制について 

 

 

 

 

     イ 直営管理と委託管理の考え方について 

 

 

 

 

 (2) 類似施設の管理運営実績等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) スタッフ配置体制やスタッフ教育等について 

     ア 運営組織の構成について 

     （職員の職務の範囲、分担、勤務配置、組織図について記載すること） 

 

 

 

 

 

     イ 人材育成について 

（人材育成の基本的な考え方や研修計画等の取組について記載すること） 

 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 



様式６－１ 

 

団体名  

 

     ウ  専門的な知識を必要とする業務に対する適切な人員配置について 

     （職員の職務の範囲、分担、勤務配置、経歴等について記載すること） 

 

 

 

 

 

 

     エ  その他の組織体制について 

 

 

 

 

 

 

 (4) 経営を安定させるための基本的な考え方について 

 

 

 

 

 

 

 (5) 利用施設の運営に関する考え方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 



様式６－１ 

 

団体名  

 

選定基準４［指定手続条例第４条第４号］ 

  収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること 

 

※ 次に掲げる必須項目に留意すること 

○ 事業計画と収支計画が整合していること 

 (1) 道の支払う負担金額 

 

 

令和７度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 合計 

   

千円 

         

千円 

 

  千円 

 

  千円 

 

千円 

 

   千円 

 (2) 経費の具体的な縮減方法について 

     ア 施設・設備等の維持管理コスト縮減にあたっての基本的な考え方について  

 

 

 

     イ 費用対効果の考え方について 

 

 

 

     ウ  その他のコスト縮減について 

 

 

 

 (3) 各種費用の積算内容について 

 

 

 

 (4) 収支計画の内容について 

 

 

 

 (5) 施設設備の維持管理に関する考え方について 

 

 

 

 (6) 経営資金の確保について 

 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 



様式６－１ 

 

団体名  

 

選定基準５［指定手続条例第４条第５号］ 

  施設の性質又は目的に応じて定める基準 

道民自らの創意や活力が生かされる地域づくりに必要な社会福祉活動、生涯学 

  習活動、女性活動、アイヌ文化活動等の組織的な活動の促進及び道民が行う学習、 

研修、交流等の機会の充実が図られるものであること。 

 (1) 目標を達成するための具体的かつ効果的な方策について 

 

 

 

 

 

 

 (2) 複合施設としての特性を生かした施設づくりについて 

 

 

 

 

 

 

 (3) 指定期間を踏まえた施設の管理運営について 

 

 

 

 

 

 

 (4) 自主企画事業の内容ついて 

 

 

 

 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 



様式６－１ 

 

団体名  

 

６ その他の取組について 

その他施設の設置目的を達成するための取組などがあれば、記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 



様式６－２ 
 

維持管理業務に係る仕様、積算額等 

 
団体名               

 
（単位：千円） 

 
業務の項目 

 

直 営 
委 託 
の 別 

 
仕様、積算内容等 

 

 
積算額 
 

収支計画書計上
科目（節） 

 
摘      要 

 

１ 警備業務     
 
 

 
直・委 
 

 
 
 

 
 
 

  
 
 

 
 
 

２ 総合案内業務  
 
 

 
直・委 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

３ 駐車場管理業務 
 
 

 
直・委 
  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

４ 庭園管理業務 
 
 

 
直・委 
  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

５ 清掃業務 
 
 

   
直・委 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

６ 特別清掃（外装）  
  業務 
 

 
直・委 
  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

７ 塵芥汚物処理業務 
 
 

   
直・委 
  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

８ 空調・衛生設備保  
  守管理業務 
 

   
直・委 
  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

９ 電気設備管理業務 
 
 

       
直・委 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

10 舞台設備機器等操 
   作管理業務 
 

 
直・委 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

11 視聴覚機器等操作 
   管理業務 
 

  
直・委 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

12 予約システム保守
  管理業務 
 

      
直・委 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

13 施設、設備等の保 
守点検業務 

 

      
直・委 
 

                  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

14 駐車場機械保守点 
   検業務 
 

      
直・委 
 

                  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

15 自動扉開閉装置保 
   守点検業務 
 

      
直・委 
 

     
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 



様式６－２ 
 

維持管理業務に係る仕様、積算額等 

 
団体名               

 
（単位：千円） 

 
業務の項目 

 

直 営 
委 託 
の 別 

 
仕様、積算内容等 

 

 
積算額 
 

収支計画書計上
科目（節） 

 
摘      要 

 

16 ゴンドラ保守点検 
   業務 
 

 
直・委 
  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

17 空調自動制御機器 
   ・中央監視盤保守 
  点検業務 

   
直・委 
  

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

18 吸収式冷凍機保守 
   点検業務 
 

   
直・委 
  

   
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

19 エレベーター保守 
   点検業務 
 

       
直・委 
  

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

20 消防用設備点検業 
   務 
 

   
直・委 
  

             
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

21 無停電電源装置保 
   守点検業務 
 

       
直・委 
  

            
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

22 舞台機構設備保守 
   点検業務 
 

       
直・委 
  

             
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

23 舞台照明設備保守 
   点検業務 
 

       
直・委 
  

       
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

24 舞台音響設備保守 
   点検業務 
 

   
直・委 
  

               
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

25 視聴覚機器等保守 
   点検業務 
 

 
直・委  

            
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

26 ピアノ保守点検業 
   務 
 

       
直・委 
  

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

27 駐車場車路管制装 
   置保守点検業務 
 

       
直・委 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

28 防火設備点検業務  
直・委 
 

  
 
 

  

29 防火対象物点検業
  務 

 
直・委 
 

  
 
 

  

 注１:業務の項目は、「要求水準書」（◆維持管理業務）及び（別記 施設、設備等保守点検項目）に
記載の項目とし、すべての業務について記載してください。 

 注２:直営・委託の別を記してください。 
 注３:仕様、積算内容欄には点検回数、配置人員、実施時間等を業務の実態にあわせて記載してくだ

さい。 



      なお、業務内容が多岐にわたり記載しきれない場合等は、各業務についてＡ４版１枚程度にと
りまとめた資料（様式任意）を添付してください。 

 注４:業務を統合して積算した場合等は、様式を適宜修正して記載してください。なお、その旨、摘
要欄に記載してください。 

 注５:年度により積算額が異なる場合は、積算額及び収支計画書計上科目（節）欄に令和７年度の積
算額を記載し、その旨、摘要欄に記載してください 



［記載例］ 

様式６－２ 

維持管理業務に係る仕様、積算額等 

団体名  ○ ○ ○ ○            
（単位：千円） 

 
業務の項目 

 

直 営 
委 託 
の 別 

 
仕様、積算内容等 

 

 
積算額 
 

収支計画書 

計上科目（節） 

 
摘      要 

 

１ 警備業務     
 
    

 
直・委 
  

 業務計画書選定基準２(2
)イ及びウに記載のとおり 
 

 
 
30,000 
 
 

職員費  28,000 
需用費   1,800 
その他     200 
 
 

 警備業務と総
合案内業務を
統合して積算 
 
 

２ 総合案内業務  
 

       
直・委 

 業務計画書選定基準２(2
)イ及びウに記載のとおり 

 

      

４ 庭園管理業務 
 
 

       
直・委 
 

 プランター管理 ４個 
 樹木等管理一式 
 

 
   600 
 

委託料     600 
 
 

 
 
 

 

      

８ 空調・衛生設備保  
  守管理等業務 
 

 
 
 
 
直・委 
 
 
 
 

 別添資料のとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
12,000 
 
 
 
 

職員費  11,000 
需用費     800 
その他     200 
 
 
 
 
 
 

 R7積算額を記
載 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①熱交換機運転操 
  作業務 
 

⑤建築物環境衛生 
  管理技術者の業 
  務 

②空気環境測定業 
  務 
 

 
直・委 
 

26カ所、年６回（4月、6月
8月、10月、12月及び2月）
実施 

 
   180 
 

委託料     180 
 
 

 
 
 

③水質管理等業務 
 
 

 
直・委 
 

精密検査 ７月 
一般検査 １月の２回実施 
 

 
   200 
 

委託料     200 
 
 

 R7積算額を記
載 
 

④害虫駆除業務 
 

 
直・委 

年２回（6月及び2月）実施 
 

 
   210 

委託料     210 
 

 
 

 

      

27 駐車場車路管制装 
   置保守点検業務 
 

       
直・委 
 

年２回（8月及び2月）実施 
 
 

 
   200 
 

委託料     210 
 
 

 
 
 

 注１:業務の項目は、「要求水準書」（◆維持管理業務）及び（別記 施設、設備等保守点検項目）に
記載の項目とし、すべての業務について記載してください。 

 注２:直営・委託の別を記してください。 
 注３:仕様、積算内容欄には点検回数、配置人員、実施時間等を業務の実態にあわせて記載してくだ

さい。 
      なお、業務内容が多岐にわたり記載しきれない場合等は、各業務についてＡ４版１枚程度にと

りまとめた資料（様式任意）を添付してください。 
 注４:業務を統合して積算した場合等は、様式を適宜修正して記載してください。なお、その旨、摘

要欄に記載してください。 
 注５:年度により積算額が異なる場合は、積算額及び収支計画書計上科目（節）欄に令和２年度の積

算額を記載し、その旨、摘要欄に記載してください 



様式７ 

 

 

 

 

 

 

収 支 計 画 書                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道立道民活動センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団体名  

 

 

 

 

 

 



 

団体名  

 

１－１ 収支計画書  ＜令和７年度～令和11年度分を年度ごとに作成する＞  

 

   収 入                         （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 内 訳 当該年度金額 前年度金額 差 額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負担金収入 

 

利用料金収入 

 

その他収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収  入  計 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

    支 出                                     （単位：千円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 内 訳 当該年度金額 前年度金額 差 額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理事業費 

 

 

法人管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支   出   計 

 

 

 

 

 

 

 

差    額  

 

 

 

 

 

 

注１ 区分、内訳は追加、省略して差し支えありません。



 

団体名  

 

１－２ 収支計画書  ＜指定期間５年間分の収支計画＞  

 

  収 入                          （単位：千円） 

区  分 内 訳 令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和 10年度  令和 11年度  合計額  

負担金収入 

 

利用料金収入 

 

その他収入 

 

 

 

 

 

      

収 入 合 計       

 

 

 

  支 出                                      （単位：千円） 

区  分 内 訳 令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和 10年度  令和 11年度  合計額  

指定管理事業費 

 

 

法人管理費 

 

 

 

 

 

 

      

支 出 合 計 

 

      

差 額 合 計 

 

      

 

 

 負担金の合計額（再計） 

 

 

 

                   ※単位は円です。記載誤りのないようお願いします。 

 

注１ 区分、内訳は追加、省略して差し支えありません。 

 

 

 

 

 

 

 



様式８ 

                                                                令和  年  月  日 

 

現地説明会参加申込書 

 

 

 北海道立道民活動センターの指定管理業務に係る説明会に参加したいので、申し込みます。 

 

団体の名称 

 

 

 

所 在 地 

 

 

 

電 話 番 号      

 

 

 

ＦＡＸ番号 

 

 

 

E - m a i l      

 

 

 

 

参 加 者 

職 氏 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件に関する 

 

連 絡 責 任 者 

 

 

 

 

 

職 ・ 氏 名 

 

 

 

住所（所在地） 

 

 

 

電 話 番 号 

 

 

 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 

 

 

 

E - m a i l 

 

 

 

 



様式９ 

 

                                 令和  年  月  日 

 

 

指定管理者公募要項等に関する意見・質問書 

 

               意見・質問者 主たる事務所の所在地 

                                      団体の名称 

                                       担当者氏名 

                      所   属 

                                            連絡先電話 

                                            E-mail 

 

  北海道立道民活動センター指定管理者公募要項に関して、以下の意見又は質問がありますので提出

します。 

   

資料名／該当ページ 

意見又は質問項目 

意見又は質問の別     １．意見  ２．質問 （いずれかを○で囲んでください） 

意見又は質問内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 意見又は質問は、本様式１枚につき１件とし、簡潔に取りまとめて記載すること。 

 



様式 10 

 

申請書記載事実変更届 

 

                                  令和  年  月  日 

 

 北海道知事 様 

 

                       主たる事務所の所在地 

                                   団体の名称 

申請者 

                                       代表者の職・氏名 

                                             電話番号 

 

  次のとおり変更したので、届け出ます。 

 

記 

 

１ 公の施設の名称         北海道立道民活動センター 

 

２ 申請書類の提出年月日            令和  年  月  日 

 

３ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 

４ 変更の理由                                                                             

 

 



様式 11 

 

指 定 管 理 者 申 請 辞 退 届                      

 

 

                                  令和  年  月  日 

 

 

 北海道知事 様 

 

 

                       主たる事務所の所在地 

                                   団体の名称 

申請者 

                                       代表者の職・氏名 

                                             電話番号 

 

 

 令和 年 月 日付けで北海道立道民活動センターの指定管理者指定申請書を提出しましたが、 

次の理由により申請を辞退しますので届け出ます。 

 

記 

 

１ 公の施設の名称        北海道立道民活動センター 

 

２ 申請書類の提出年月日     令和  年  月  日 

 

３ 辞退の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式 12 

 

社会保険等適用除外申出書 

 

北海道知事 様 

 

次の理由により、社会保険又は雇用保険の届出義務のないことを申し出ます。 

また、申出の内容を確認するため、北海道が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。 

 

【社会保険】 □健康保険  □厚生年金保険 

 

 １．従業員５人未満の個人事業所であるため。 

２．従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所のため。 

３．その他 

 

 

 

  注１ 届出義務のない保険の種類をチェックし、該当する番号を◯で囲むこと。 

２ その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。 

 （例）◯◯年金事務所に確認し、△△により適用除外となる。 

 

【雇用保険】 

 

１．役員のみの法人であるため。 

２．その他 

 

 

 

  注１ 該当する番号を◯で囲むこと。 

２ その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。 

 （例）◯◯ハローワークに確認し、△△により適用除外となる。 

 

  年  月  日 

 

所在地                   

商号又は名称                

代表者               印   

 

 


